第25回大阪府地方独立行政法人評価委員会　議事要旨

１　日時　　　　平成23年2月18日（金）　午後3時45分～5時
２　場所　　　　大阪商工会議所「白鳳の間」
３　出席委員　　安部委員長、石原委員、古村委員、中島委員、辻本委員、槙野委員、松澤委員

　　　　　　　　（山谷委員は欠席）

４　議題

（１）公立大学法人大阪府立大学の役員報酬等規程の改正について
（２）公立大学法人大阪府立大学の次期中期計画の案について
　（３）公立大学法人大阪府立大学の業務方法書の変更について
　（４）地方独立行政法人大阪府立病院機構の次期中期目標及び中期計画の案について
　（５）地方独立行政法人大阪府立病院機構の短期借入金の借換えについて
　（６）中期目標に係る業務の実績に関する評価について
　（７）評価委員会・部会の運営の見直しについて
　（８）その他

５　議事概要

Ⅰ　開会
○　委員長が議事項目の確認。
　Ⅱ　議事

（１）公立大学法人大阪府立大学の役員報酬等規程の改正について
○　事務局が資料1－1「公立大学法人大阪府立大学の役員報酬規程改正の概要」について、次のとおり報告。

・　人事院勧告に基づく国家公務員の期末・勤勉手当の改定状況、他大学の状況及び大阪府の改定状況を踏まえ、府立大学の理事長・理事の22年度及び23年度の賞与について、支給月数を0.15月分引き下げるもの。役員報酬の支給基準の変更については、地方独立行政法人法において、法人が知事に届け出る必要があり、知事は評価委員会に通知し、評価委員会は「意見を申し出ることができる」と規定されている。本件については、各委員に改正内容をお知らせし、意見照会をしたところ、特段の意見がないことを確認している。
　○　委員会として改めて、「意見なし」とすることで委員長から各委員の了解を得た。
（２）公立大学法人大阪府立大学の次期中期計画の案について
○　資料２－1「公立大学法人大阪府立大学の第2期中期計画（案）」、資料2－２「予算、趣旨計画及び資金計画の補足資料」及び資料２－3「公立大学法人大阪府立大学の第2期中期計画（素案）に対する主な意見」により、予算など変更のあった項目について、法人から説明。

○　委員会として「中期計画（案）のとおり定めることが適当である」とすることで委員長から各委員の了解を得た。意見書（案）を配付し、委員長が各委員に異議がないことを確認し、意見書を決定した。

（３）公立大学法人大阪府立大学の業務方法書の変更について
○　資料3「公立大学法人大阪府立大学の業務方法書の変更について」により、府立工業高等専門学校と府立大学が同法人になることに伴う、業務方法書の変更内容について、法人から説明。

○　委員会として「意見なし」とすることで委員長から各委員の了解を得た。意見書（案）を配付し、委員長が各委員に異議がないことを確認し、意見書を決定した。

（４）地方独立行政法人大阪府立病院機構の次期中期目標及び中期計画の案について
○　資料４－1「地方独立行政法人大阪府立病院機構の第2期期中期目標（案）」、資料４－２「地方独立行政法人大阪府立病院機構の第2期期中期計画（案）」、資料４－3「地方独立行政法人大阪府立病院機構の第2期中期目標・計画（素案）に対する主な意見」及び事務局から配付された「意見書（案）」により、病院部会での審議経過と意見書案について、松澤部会長から次のとおり報告。

・　大阪府立病院機構の次期中期目標及び中期計画の素案については、10月20日、12月3日に開催された病院部会にて審議を行い、部会での議論が踏まえられていることを確認した。病院部会における主な意見と考え方については、資料４－３にまとめられている。
・　先ほど開催された病院部会で、予算など追加や変更のあった部分の説明を受け、内容を確認。第2期の中期目標と中期計画の案の最終版は、資料４－１、４－２になる。
・　事務局から配付があった、意見書案をご覧いただきたい。まず中期目標については、「中期目標（案）のとおり定めることが適当である」と結ぶことを確認した。中期計画については、中期目標同様「中期計画（案）のとおり定めることが適当である」と結ぶとともに、中期目標期間の主要なプロジェクトである成人病センターの建替えや、母子保健総合医療センターの手術棟の増築などについては、整備の詳細が確定した段階で、当委員会で確認する必要があるため、なお書きを付すこととした。
○　委員長から、委員会として中期目標は「中期目標（案）のとおり定めることが適当である」とすること、中期計画は「中期計画（案）のとおり定めることが適当である」とするとともに、なお書きを付すことで各委員の了解を得た。意見書（案）を読み上げ、委員長が各委員に異議がないことを確認し、意見書を決定した。

（５）地方独立行政法人大阪府立病院機構の短期借入金の借換えについて
○　資料５「平成22年度短期借入金の借換えについて」により、法人から説明。
○　委員会として「意見なし」とすることで委員長から各委員の了解を得た。意見書（案）を配付し、委員長一任で後日知事に提出することを決定した。
（６）中期目標に係る業務の実績に関する評価について
○　事務局が資料６「中期目標に係る業務実績報告書及び評価について」について、次のとおり説明。

・　大学、病院とも本年で第1期中期目標期間が終了。地方独立行政法人法第29条により法人は中期目標期間の実績について業務実績報告を作成し、知事に報告しなければならないと規定されている。また、同法30条により法人はこの期間の業務実績について評価委員会の評価を受けなければいけないと規定されている。
・　2点お諮りしたい。1点目は、資料6の1の前提に記載のとおり、本評価委員会として評価する際に、法人から実績報告書を提出いただくことになるが、法29条の規定により府に提出された実績報告書をもって、評価のための調書としたい。2点目は、法人が知事に提出する報告書は、府が定めるものになるが、将来的には本委員会で評価するものになるので、様式が評価に耐えうるものであるか確認していただきたい。

・　考え方としては、2以降に整理。ねらい、目的は、「中期目標の進捗の確認」、「法人の業務運営状況をわかりやすく示す」、「業務運営の改善・向上へ資するもの」と位置づけ。評価の考え方は平成17年2月に既に評価委員会において、3の囲みの中にあるが、「大項目毎の5段階評価」と、「全体の評価」と既に定めている。具体的には、下の①～②について大項目毎に記載し、５段階で評価。最終的には、年度評価の結果も参考にしつつ、全体を総括するという作業を想定。具体的な様式は、資料６の2枚目に示している。評価委員会で、今申し上げた作業があると想定し、府民へのディスクロージャーが果たせるようにという点も考慮して考えているところ。

・　基本的な考え方は、左の府が示した中期目標に対して、右の法人の実績がどうだったかを対比して簡単にわかるようなものを想定。右下に、優れた取組みや特色ある取組みとその成功の理由、今後の課題などについて自己評価を記載。右上には過去の評価結果を記載。このような調書にし、夏に評価いただくための段通りを進めていきたいと考えている。

・　なお、欠席委員から次のとおりコメントをいただいている。前提として、年度評価と中期目標期間の評価は性格的に異なるもの。したがって、年度評価でやっているような細かいものは必要ないのではないか。府の示した方向性をやったということが示せればよく、細かいことは年度評価を参照すれば足りるため、調書で細かいことを書くことは必要ないだろう。基本的に書き込まれたらいいのではないかという内容として、次の5点がある。①設立時に想定したことは実施し、進捗も順調に行われているということがよくわかるようにすること。②うまくいった事業内容について、内容を分析すること。③課題があればしっかり提示すること。④府の要請を受けて法人が一生懸命取り組んだこと。⑤法人が独自に考えて取り組んだこと。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と事務局からの説明（⇒で表示）があった。
◆　今、ご提案があったのは、国の独法はかなり厚いものを出しているが、簡素化するというもの。府民が見やすいようにもう少し絞り込んで、こういうのでどうかというのが趣旨だと思う。大阪府がこういう形でやると、国と比較して大きく形式が違うので、他の自治体でやるときの一種のモデルになると思う。したがって、しっかりご意見いただいて、考えていく必要があるかと思う。

◆　簡素化、できるだけシンプルにするというのは大賛成だが、これは中期目標に対する総括、結果を評価するが、22年度の単年度の業績評価も並行して行なわれるのか。
⇒　その予定。
· 結果的に、2度手間の仕事になる。言ってみれば、22年度の単年度の業績評価は、確か
に単年の評価もあるが、病院で言えば不良債務の解消などは、単年度評価イコール中期目標の評価、総括になっている。中期の目標の総括と、22年度の評価が別々に動いていくのではなく、22年度の単年度評価がベースにあり、それを中期的な目標との関係でみたときに、中期目標がどうであったかになると思う。たとえば、民間企業で、5年先に売上高1兆円突破という目標を立てたとき、22年度で終わる計画であれば、当然、22年度にその目標を達成していないと中期も達成したことにならず、非常にダブってくるところが結構あると思う。考え方として、22年度の評価は今まで通りやり、その中から、中期的な視点の大くくりの総括評価を抽出すればいいという気がする。こんなことを言うと申し訳ないが、独立行政法人から評価委員会に出てきた資料を見ていると、企業以上に、やたら詳しい項目がたくさんある。そのためかなりの労力が職員にかかっていると思う。できるだけ最大限、2度手間を省いてシンプルにしていただきたい。シンプルにしないと府民のみなさんも読まない。やはり大項目でできたかできなかったか、5段階評価なら5段階評価でいいと思うが、できるだけシンプルに、しかも手間をかけずに、やられたらどうかと思う。

⇒　中期目標期間評価は、夏に22年度の実績評価を行うのと同じスケジュールで行うことを考えている。たとえば、1回目の部会で22年度の実績報告をしていただいた後、この中期をやる。夏の評価のタイミングで22年度の実績を確認した後、トータルでも確認するという形を想定している。省力化を考えて夏の段通りを考えているところ。

· 結局は大半が数値目標等々で、最終年度にここまで達成させるという目標が多いと思う。結果的に22年度評価が総括版みたいな感じになると思う。事務局が言うとおり、できるだけ手をかけずに、意義のある形にして欲しい。
⇒　22年度評価の延長線上で、総括的な5年や6年の分があるという位置づけで、段通りよくやっていこうと思っているので、よろしくお願いしたい。

◆　指摘があったところを踏まえて、進めていきたい。23年度は、各法人で、22年度の業務実績に加え中期目標期間の業務実績報告書も作成いただくことになり、法人のご負担になると思うが、あまり新しい仕事としてではなく、年度分をやりながら、それと省略化してつなげられる形で考えいただいたらどうかということなので、それでご準備いただきたい。
（７）評価委員会・部会の運営の見直しについて
○　事務局が資料７－１「評価委員会・部会の運営の見直しについて（新旧対応表）」及び資料７－２「大阪府地方独立行政法人評価委員会運営規定の改正（案）」について、次のとおり説明。

・　昨年12月の大阪府議会で、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所の定款が承認。これに伴い、平成23年度から本評価委員会で、同研究所の中期目標、中期計画などを審議いただくことになる。このため、大阪府地方独立行政法人評価委員会条例も改正しており、新しく産業技術部会の設置、2名の評価委委員の増、部会のみに参加する専門委員の設置を行った。併せて、大阪府環境農林水産総合研究所の独立行政法人化についても、来週より開会される大阪府議会において審議されることとなっている。

・　今後評価委員会の審議の対象となる法人が増加することから、効率的な運営を行うため、平成23年度からは部会中心の運営に改める。部会は評価委員と専門委員の合計5名程度で構成することとして、現在、部会の所掌事務を定めている「大阪府地方独立行政法人運営規程」を、今回改正をしようと考えているところ。資料7－1は評価委員会の役割をまとめたもので、下線を引いたものは既に部会に権限が委譲されている。
・　今回、網掛けしたところを新たに部会の事務としたいと考えている。部会の事務と委員会の事務との色分けは、評価委員会は主要業務である年度評価、今回もやっている中期目標、中期計画への意見、番号にすると①～⑤などについては、評価委員会の本務のところでもあるので、実質的な審議は部会で行うことになるが、最終的な決定は評価委員会の決定として残す。これ以外の業務、⑥以降の分、決算や財務関係の事務については、部会の決定にすべて委ねることにする。なお、評価委員会の権限である③～⑤の事務も、文言が少し変わるといった全体に影響を与えない軽易な変更については、部会の役割にしたいと考えている。
○　委員長からの次のとおり意見があった。
・　部会が増えるので、これまでのように部会で審議して、評価委員会で確認していると時間的制約のために実質的な議論ができない。したがって、部会中心に運営して、そこで与えられた権限の中で色々なことを決め、評価委員会は重要な基本的な大枠の議論をする場にしてはどうかということ。そういうやり方が現実的でいいのではないかと思う。

○　大阪府地方独立行政法人評価委員会運営規定の改正（案）について、委員長が各委員に異議がないことを確認し改正を行った。

○　事務局が新しい評価委員会と部会のイメージについて、次のとおり説明を行った。

・　産業技術総合研究所の独立行政法人化に伴い、評価委員会条例を改正し、評価委員の定数が8人から10人に増員。また、委員数が増えすぎると効率的な委員会運営に支障をきたすことから、実質的な審議を行う部会のみに参加する専門委員を設置したところ。また、産業技術部会を設置。それぞれの部会は、評価委員会と専門委員からなる5人程度の構成を想定。なお、現在、府議会で審議中である環境農林水産総合研究所の定款が決まれば、環境農林水産部会も設置する予定。

○　委員長からの次のとおり意見があった。

・　場合によっては4月から4部会ということで、数字上、今の倍くらいの部会になる。新しく専門委員ということで、これは国の審議会でもそういう制度があり、専門的な知見をお持ちの方に部会の審議に参画していただこうという提案。部会については、大学部会、病院部会は既にあるが、産業技術部会は、独立行政法人になるので当然部会ができるということなので、評価委員会としては受けざると得ないというもの。こういうものを新しく位置づけてやっていくということでいかがか。

○　大阪府地方独立行政法人条例第6条に基づき、委員長から部会長と部会の構成員を次のとおり指名。

・　大学部会は、部会長は私が兼任させていただき、石原委員、槙野委員、山谷委員にお願いしたい。そして専門委員の方にお入りいただきたいと思っている。

・　病院部会は、松澤委員に引き続き部会長をお願いしたい。委員としては、古村委員、辻本委員、中島委員、山谷委員にお願いしたい。

・　産業技術部会は、槙野委員にベテランなので部会長をぜひお願いしたい。新しい部会なので委員をこれから人選していく必要がある。このメンバーをどうするか、部会長と相談して決めさせていただきたいと思う。

・　環境農林水産部会は、改めて設定が決まりましたらメンバーを考えさせていただきたい。

・　4月からこういう体制のもとで進めていきたいと思うので、部会長の方は、部会の運営大変ですが、よろしくお願いしたい。

・引き続き、産業部会の委員と専門委員の人選の方は事務局でお願いしたい。
（７）その他

○　事務局が来年度の日程の説明を行った。
・　お手元スケジュール（案）をご覧いただきたい。詳細な日は現在委員の皆様と調整中で近々ご提案申し上げたい。来年度、部会中心の運営になるが、まず、下の段の大学、病院に関しては、23年度は中期目標期間が終わった次の年になるので、中期目標期間の剰余金を次期計画に繰り越すか府に納付するかの知事承認に先立ち、評価委員会の意見を聴く必要があるため、6月末までに部会を1回開催する。6月24日午後を予定している。

・　その後、7月～8月、例年、夏に開いている3回の部会では22年度の業務実績評価と、第1期の中期目標期間の評価を実施。最後、年度末に１回、短期借入金の借換え等の議事を想定。

・　試験研究機関に関しては、９月議会で中期目標を提案する必要があるため、夏までの間に現地視察を含め部会を３回ほど実施し、中期目標・中期計画に関して審議いただきたい。また、大阪府の予算が固まる2月以降に、予算を反映した最終の中期計画に対する意見書をご決定いただきたい。

・　なお、今年は委員長よりご提案いただきましたとおり、なるべく早い段階で夏の間の日程を固めようと思っているので、近々、開催日をご連絡させていただきたいと思っている。
○　府立大学及び府立病院機構の各理事長から次のとおり挨拶があった。

（府立大学）

・　決意表明になるが、第1期を終えて、第2期を皆さんに長時間の議論いただき、第2期計画の意見書も知事に上げることができ、心から感謝申し上げる。特に、今日審議していただいた、第1期の全体評価について。公立大学、全80大学のうち、3分の1は法人化しているが、全員、今日に大阪府の評価委員会が開かれることは知っていて、注目されている。
　私も内容は把握していなかったが、国立大学は1期の評価にあたり、非常に大変なことをさせられた。大阪府も同じようなことをするのか、そんなことはないと思う、そのような話をしており、委員にも非常に気を遣っていただいたが、今日ご提案いただいたもの、非常にびっくりすると思う。これが、公立大学のモデルになるのではないかと思う。そういう風にしていただいたことを、特に心から感謝して、第2期も頑張っていきたいと思う。よろしくお願いします。

（府立病院機構）

・　今年度は特に、2期の計画も含めて大変熱心にご議論いただき、心から感謝申し上げたい。1期の5年間、相当職員、一生懸命頑張った。また、機動性や、様々な自由度が地方独立行政法人という形で出来たと思っている。そういうメリットを、最大限を活用し、おかげで、不良債務の解消もでき、高度医療をやるための基盤についても、計画プラスアルファ―で医療機器の整備等ができたと思っている。2期計画では、色々とご意見もいただいたが、そういった内容も含め、最大限の努力をしながら、また、皆様の意見を聴きながら、がんばっていきたい。何はともあれ、府民のためにどう頑張っていくかが、我々の課せられた使命だと思っているので、そういった観点も含めてこれからもご意見をいただきたいと思う。どうぞ、よろしくお願いいたします。

Ⅲ　閉会

以上
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